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○児童を被害者とする性犯罪等に対し、児童の保護を図りつつ、これを犯した者に対する厳正な科刑を実現するための施策

○ 代表者聴取

警察及び児童相談所の担当者と検察官とが児童の聴取方法などについ
て協議を行った上で、その代表者が聴取をする取組。

【代表者聴取の一般的な流れ】

事案の認知（学校／児童相談所／警察）

事前準備（関係機関で情報共有・事前協議等）

代表者聴取（司法面接的手法）

捜査／検察官による事件処分

公判

○ 令和５年に新設又は改正された罪

・ 性的姿態等撮影罪等(性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び
押収物に記録された性的な姿態の撮影に係る電磁的記録の消去
等に関する法律２条等)

・ 不同意わいせつ罪、不同意性交等罪(刑法１７６条、１７７条)
・ １６歳未満の者に対する面会要求等罪(刑法１８２条)

代表者聴取実施場所の例

代表者聴取の場所 モニター室（別室）

・ 代表者聴取場所では、代表者が、各機関が聴取し
たい事項をまとめて聴取。

・ それ以外の者はモニター室で聴取状況を見ながら、
補充して質問すべき事項を伝えるなどする。



ＤＦ（デジタルフォレンジック）・
サイバー犯罪に関し、検察庁職員の
能力の底上げを図るため、関係機関
と連携し体系的な研修を計画・提供

研修・教育

先端犯罪に対応できる検察官・検察事務官を長期的な視野で育成
実施目標

対象 カリキュラム 主な研修名
検察官 ○ＤＦ・サイバー犯罪の基

礎等についての講義
○実機操作を中心とする各
種研修

○スマートフォン・ネット
ワーク・ＰＣフォレン
ジック研修

○暗号資産入門・応用研修

検察事務官 ○ＤＦに関する知識や技術
を段階的に習得できる各
種研修

○ＤＦ研修
（初級・中級・上級・実務
編）

取組状況

◆具体的内容◆

Ｒ３．４．１検察庁にＪＰＥＣ（先端犯罪検察ユニッ
ト）を設置
→ 先端犯罪（情報通信技術が手段として用いられた犯

罪等）の解明に有益な情報の収集・管理・提供、先端犯
罪の捜査・公判支援を目的として編成

○  体制整備

・ 不正指令電磁的記録作成罪等（いわゆるウィルス作成罪、刑法第１６８条の
２）、不正指令電磁的記録取得罪等（同法第１６８条の３）

・ 電磁的記録提供命令（刑事訴訟法第１０２条の２）

○  「情報処理の高度化等に対処するための刑法等の一部を改正する法律（平成２３年法律第７４
号）」（いわゆるサイバー刑法）及び「情報通信技術の進展等に対応するための刑事訴訟法等の一部
を改正する法律（令和７年法律第３９号）」（いわゆる刑事デジタル法）により導入された制度の例

【JPECの業務の概要】
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○サイバー犯罪を犯した者に対する厳正な科刑を実現するための施策



法務省の人権擁護機関によるこどもの人権問題に関する取組

・「いじめ」や体罰、虐待といったこどもをめぐる様々
な人権問題についての相談を受け付ける専用相談電話
・電話は、最寄りの法務局につながり、法務局職員又は
人権擁護委員が相談に応じ、こどもが相談しやすい体制
を整備

こどもの人権110番(全国共通・通話料無料)

・被害申告があった場合には、人権侵犯事件として調査の上、事案に応じた救済措置を講ずる。

こどもの人権ＳＯＳミニレター（便箋兼封筒）
・全国の小中学校の児童・生徒を対象に、便箋兼封筒付きのミニレターを配布し、
法務局職員又は人権擁護委員が返信

こどもの人権ＳＯＳ-eメール（インターネット人権相談）
・パソコン、スマートフォンなどからインターネットを利用して、いつでも人権相
談することができ、後日、最寄りの法務局からメール、電話又は面談により回答

人権相談

・こどもが利用しやすい相談窓口として、ＬＩＮＥや、
１人１台端末等からの人権相談を実施

チャット人権相談（法務局ＬＩＮＥじんけん相談、
こどもの人権ＳＯＳチャット）

「こどもの人権相談」強化週間
・こどもの人権１１０番及びチャッ
ト人権相談においては、人権相談活
動を強化することを目的として、全
国一斉「こどもの人権相談」強化週
間を実施。
・平日の相談受付時間を延長すると
ともに、土・日曜日も相談に応じて
いる （令和７年度は、令和７年８
月２７日（水）～９月２日（火）に
実施）。



インターネット上の誹謗中傷に係る人権啓発活動

人権教室の実施
・インターネット上の人権侵害をテー
マとした人権教室を全国各地で実施

・取組の一環として、携帯電話会社と
連携・協力し、スマートフォン等の
安全な利用について学ぶための人権
教室を実施

ＳＮＳ・インターネット広告

・公式SNS ・インターネット広告を用いて、インターネッ
ト上で誹謗中傷を行わないよう呼びかけるとともに、
人権相談窓口を周知

啓発冊子等の配布・配信

啓発冊子
「あなたは、
大丈夫？考え
よう！イン
ターネットと
人権(四訂版)」

啓発動画
「あなたは、大
丈夫？考えよ
う！インター
ネットと人権 」

啓発動画
「『誰か』のこと じゃない。」
インターネット編

児童生徒やその保護者を対象とした啓発冊子の配布や啓発
動画の配信

・プラットフォーマーとタイアップ 
してSNS利用に関する人権啓発サ   
イトを開設

SNS事業者と連携した人権啓発活動

・「#No Heart No SNS」をス
ローガンとした SNS利用に関
する人権啓発サイトを開設
（https://no-heart-no-sns.

smaj.or.jp/） 

啓発動画
「インターネットはヒトを傷つける
モノじゃない。」（全４編）
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